
企業経営プログラム                                   

企業経営にまつわる基礎的・学術的な知識や手法を学び直して，個々の現場で活かしましょう！ 

 

 ICT の急速な進歩に伴う社会の DX 化によって，企業の内部と外部双方においてそれに対応し

た変革が求められている。そのような変革は，単純に新たな技術を導入すれば済むものではない。

アクセス可能なビッグデータを活かした経営分析やマーケティング手法などの実務的戦略は言う

までもなく，DX 化の波に直面している企業の財務管理の捉え方や雇用関係のあり方といった企

業制度においても変革が求められる。 

本プログラムでは，上記のような時代の変化のキーワードに対応する科目群から構成されてお

り，企業経営に関連する基礎的・実務的な考え方や手法を学ぶことができるようになっている。本

プログラムを修了することによって，個別企業独自の企業経営の慣習や制度を社会の変化にい

かに対応させていくか，その学術的・汎用的な基礎知識，ビッグデータや財務情報を用いた数量

データの処理方法や解釈，雇用関係をめぐる法制度の知識，社会や地域の課題解決に向けた組

織やその活動のあり方などを再確認することができる。 
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企業経営プログラム

人間社会学域

森島美佳（人間社会学域教務・学生生活委員長）

情報通信技術の急速な進歩に伴う社会のDX化によって，企業の内部と外部双方においてそれに対応した
変革が求められている。そのような変革は，単純に新たな技術を導入すれば済むものではない。アクセス可
能なビッグデータを活かした経営分析やマーケティング手法などの実務的戦略は言うまでもなく，DX化の波
に直面している企業の財務管理の捉え方や雇用関係のあり方といった企業制度においても変革が求められ
る。
本プログラムでは，上記のような時代の変化のキーワードに対応する科目群から構成されており，企業経営
に関連する基礎的・実務的な考え方や手法を学ぶことができるようになっている。

経営分析・マーケティング分析について方法論およびデータ分析手法の習得，さらに財務・会計の基本的な
しくみと考え方，人的管理に関連する雇用関係の法的制度について理解することを目標とする。具体的に
は，
①ビッグデータの活用方法と企業経営への活かし方
②マーケティングの方法論と実際の分析方法
③簿記会計の基本的しくみと会計データの活用方法
④雇用関係をめぐる法的な考え方と現代の法制度

・Excel等のソフトウエアの初歩的な操作や関数の知識があることが望ましい。
・経理や労務管理といった経営実務の経験があることが望ましい。



科目番号 授業科目名 学修目標 Q1 Q2 Q3 Q4

45304 マーケティング論　　

伝統的な製品中心のマーケティング理論体系を理
解してもらい、マーケティングに関連するビジネス現
象を説明するための基本的な考え方(分析視 点)を
習得してもらう。そのもとで、変化する消費者と市場
環境、マーケティングの新しい課題について理解し
てもらい、マーケティング理論の新しい発 展を展望
する。

○

45321 経営情報分析論　

様々な機械学習手法の分析方法とその仕組みを理
解し、実践的に分析できるようになる。また、実社会
の課題に関連するデータを自ら取得し、講義を 通し
て身に付けた技能を応用して解析できるようにな
る。

○

45308 簿記会計論
伝統的複式簿記実践の基本的構造と機能を理解す
る。

○

（35E27）
非営利組織運営論
※2024年度は「地域創造プロジェ
クト講義I」の科目名で開講。

本講義では、営利を目的としない社会的・公共的活
動（企業の社会的貢献、市民団体、自治組織等）を
対象に市民団体の特徴、団体運営、課題などを解
説し、非営利活動について体系的に理解を深める。
また、関心の高い課題ごとにディスカッションを行
い、課題解決に向けた思考性を高める。

○

32430 雇用関係法Ａ
労働法の基本構造を学ぶとともに、現代社会にお
いてなぜ雇用関係法が必要か、また、どのように機
能しているかを理解・分析することができる。

〇

32432 雇用関係法Ｂ

労働法の基本構造を学ぶとともに、現代社会にお
いてなぜ雇用関係法が必要か、また、労働市場の
変化の中で新たに生じている発展的課題を理解・分
析することができる。

〇

プログラムを構成する科目

プログラム名

企業経営プログラム

プログラムのＣＰ（教育課程編成に関する基本的考え方）

本プログラムでは，企業経営に関連する専門教育科目を体系的に編成する。

教育内容・教育方法（教育課程実施）に関する基本的考え方

1．教育内容
・「経営情報分析論」では，主にデータ分析の手法について学ぶ。
・「簿記会計論」では，簿記会計の基本的なしくみを学ぶ。
・「マーケティング論」では，マーケティングに関する理論から分析方法，これからの発展と課題について学ぶ。
・「非営利組織運営論」では，非営利組織の活動や課題を対象としているが，それは民間企業における企業の
社会的責任（CSR）を考える際のヒントも提供しうるものである。
・「雇用関係法」では，労働法をベースに，これまでそしてこれからの雇用関係法のあり方について学ぶ。

2．教育方法
・基本的に講義形式で実施する。
・特に「経営情報分析論」では，ソフトウエアの使い方からデータ分析の実践まで講義する（PC持参）。




